
平成2７年度文京区財務諸表の概要

Ⅲ バランスシート

◆バランスシートとは、決算時点において保有する資産の状況と、これに対応した
負債及び純資産の状況を対照表示するものです。
◆通常の官庁会計では把握しきれない、資産や負債の全体像が明らかにされます。

平成１１年度以降、文京区独自のモデルにより財務諸表を作成し、公表し
てきましたが、20年度決算から国の示す公会計モデル（総務省方式改訂モデ
ル）により財務諸表を作成しています。

他団体との比較が可能な財務諸表を作成することで、より一層の説明責任
を果たすとともに、財務諸表の分析結果を予算編成に活用し、中長期的に持
続可能な財政運営の実現に取り組んでいます。

本文 P．18 本文 P．24～

　連結バランスシートの概要 （単位：百万円）

資産の部 負債の部
１　公共資産 436,385 １　固定負債 18,291

有形固定資産 436,314 地方債 7,783
無形固定資産 12 退職手当等引当金 10,500
売却可能資産 58 その他 6

２　投資等 42,024 ２　流動負債 4,389
投資及び出資金 674 翌年度償還予定地方債 1,514
貸付金 199 未払金 201
基金等 40,281 翌年度支払予定退職手当 1,596
長期延滞債権 957 賞与引当金 986
その他 25 その他 90
回収不能見込額 △ 114

３　流動資産 35,678
資金 34,510
未収金 1,211
その他 223
回収不能見込額 △ 267 　負債合計 22,681

純資産の部
４　繰延勘定 0 　純資産合計 491,406

　資産合計 514,088 　負債及び純資産合計 514,088

◆ 対象会計範囲
普通会計、公営事業会計、公営企業会計、第三セクター等、一部事務組合及び
広域連合

◆ 作成基準日
平成２8年３月３１日

◆ 固定資産の評価方法
土地は相続税路線価、建物・備品は取得価格、道路・橋りょうは決算統計数値
から算出しています。

◆ 売却可能資産
現に公用・公共用に供していない公有財産を、売却可能額で計上しています。

◆ 退職手当等引当金
年度末に、在籍している全職員が自己都合により普通退職したと想定した場合

の要支給総額を計上しています。
◆ 回収不能見込額

過去５年間の収入未済額に対する不納欠損額の比率を、平成２7年度の収入未
済額に乗じて推計し、算出しています。

◆ 財務諸表の関係
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Ⅱ 基本的事項 本文 P．20～

◎ 資産の部
◇ 有形固定資産は、4,３６３億円（うち文京区が保有する土地が3,２３１億円（7４．１%））です。

なお、この土地評価額のうち２，２９７億円は、資産評価差額です。
◇ 売却可能資産は、４件で0.6億円です。
◇ 基金等は、特定目的基金と定額運用基金とを合わせて４０３億円です。
◇ 長期延滞債権（収入未済額のうち2６年度以前のもの）は、１０億円です。

◎ 負債の部

◇ 地方債残高（固定負債の「地方債」と流動負債の「翌年度償還予定地方債」の合計）は、
９３億円です。

◇ 資産の部における流動資産の資金は、３４５億円となっていて、手元の資金が地方債残高

（借金）の額を上回る状態であり、健全な財政状況であることを示しています。
◇ 退職手当等負担額は、退職手当等引当金と翌年度支払予定額を合わせて１２１億円です。

職員数が増加した場合や、職員の平均年齢が上昇した場合に高くなります。

Ⅰ 文京区の財務諸表

※計数は、百万円未満を切り捨て処理しているため、内訳と合計が合わない場合があります。



Ⅴ 純資産変動計算書

◎ 平成２７年度の行政コスト
◇ 経常行政コストから受益者負担などで賄われた額を差し引いた純経常

行政コストは、８８７億円です。

◎ 行政コストの性質別割合
◇ 人件費など人に係るコストは、２０８億円（１６.５％）です。

◇ 物件費など物に係るコストは、2８８億円（２２.８％）です。
◇ 社会保障給付など移転支出的なコストは、７５３億円（５９.５％）

です。

◎ 行政コストの目的別割合

◇ 最も大きな割合を占めるのは、福祉で８５９億円（6８.０％）です。

◆行政コスト計算書とは、1年間に行う人的なサービス、給付サービスな
ど資産の形成につながらない活動について、どのくらいのコストをかけた
かを表すものです。

　連結純資産変動計算書の概要 （単位：百万円）

期首純資産残高 476,723

純経常行政コスト △ 88,727
一般財源 60,488
補助金等受入 30,831
臨時損益 △ 129
資産評価替えによる変動額 12,091
その他 127

期末純資産残高 491,406

◎ 経常的収支の部（１４０億円）
この黒字幅が小さいときは、財政構造が

硬直化していることを示します。

◎ 公共資産整備収支の部（△５３億円）
収支がマイナスであることは、一般財源を

公共資産整備に投入したことを示します。

◎ 投資・財務的収支の部（△９６億円）
マイナスであることは、それだけ基金の

積立てや地方債の償還が行われたことを示
します。

　連結資金収支計算書の概要 （単位：百万円）

１　経常的収支の部 13,983
　 支出合計 113,043

収入合計 127,026
２　公共資産整備収支の部 △ 5,266

支出合計 10,223
収入合計 4,957

３　投資・財務的収支の部 △ 9,583
支出合計 10,113
収入合計 529

当年度資金増減額 △ 866
期首資金残高 35,371
経費負担割合変更に伴う差額 5
期末資金残高 34,510

本文 P．38

　連結行政コスト計算書の概要

　経常行政コスト　A 126,472 　経常行政コスト　A 126,472

≪性質別内訳≫ ≪目的別内訳≫

   １　人にかかるコスト 20,827 　1　生活インフラ・国土保全 5,350

　2　教育 11,791

   ２　物にかかるコスト 28,799 　3　福祉 85,921

　4　環境衛生 7,488

   ３　移転支出的なコスト 75,275 　5　産業振興 941

　6　消防 646

   ４　その他の行政コスト 1,569 　7　総務 12,525

　8　議会 662

　9　支払利息 162

 10　回収不能見込計上額 366

 11　その他 615

　経常収益　B 37,744 　経常収益　B 37,744

使用料・手数料  使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金  分担金・負担金・寄附金

　　　　　　　　など 　　　　　　　 　　  など

（差引）純経常行政コスト　A－B 88,727 （差引）純経常行政コスト　A－B 88,727

（単位：百万円）

Ⅳ 行政コスト計算書 本文 P．33～

◆純資産変動計算書とは、バランスシートの純資産が１年間でどのように増減したかを示すと
ともに、行政コスト計算書に計上した純経常行政コストをどのような財源で賄っているのかを
示すものです。

◆資金収支計算書とは、一会計年度における現金の流れを示すものです。

Ⅵ 資金収支計算書 本文 P．39～

◎ 期末の純資産残高は4,９１４億円
（１４７億円増）

◇ 一般財源と補助金等受入などが、

純経常行政コスト及び臨時損失を

１４7億円上回りました。

◇ 資産評価替えによる変動額が公共資
産除売却損を１２０億円上回りました。

※計数は、百万円未満を切り捨て処理しているため、内訳と合計が合わない場合があります。


